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（１）水害の被害指標分析の概要

1

■ 治水事業のストック効果で、貨幣換算できない項目のうち、
一部を平成25年度から定量化指標として分析※している。

※「水害の被害指標の手引（H25試行版）」による

従前より便益として計上している項目

定量化指標分析を行っている項目

便益計上されておらず、定量化指標分析も行っていない項目 「水害の被害指標分析の手引」（H25試行版）をもとに作成



（１）水害の被害指標分析の概要

2

■ 治水事業の費用便益分析、定量化指標分析の検討フローは
以下のとおりとなっている。

（治水経済調査マニュアル（案）（H17）による）（水害の被害指標分析の手引（H25試行版）による）
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（１）水害の被害指標分析の概要

分類①
設定している推計手法（閾値、原単位等）が、地域特性等により異なる可能性が
小さく、本手引を活用する際に、関係機関等への確認を要しない指標。

-人的被害（浸水区域内人口、浸水区域内の災害時要援護者数等）
-経済被害の波及被害（経済波及被害額）

分類②
設定している推計手法（閾値、原単位等）が、地域特性等により異なる可能性が
あるため、本手引を活用する際には、できる限り関係機関等への閾値の確認を行うこと
が望ましい指標。

-社会機能低下の被害（機能低下する医療施設数、防災拠点施設等）
-交通途絶による波及被害（途絶する主要など迂路、道路途絶により影響を受ける通行台数等）
-ライフラインの停止による波及被害（電力の停止による影響人口等）
-経済被害の波及被害（浸水により被災する上場企業数等）
-水害廃棄物の発生量

分類③
設定している推計手法（閾値、原単位等）が、地域特性等により異なる可能性が
高く、本手引を活用する際には、必ず関係機関等への閾値の確認を行う必要がある指
標。

-経済被害の波及被害（高い市場占有率を有する企業の被災に伴うサプライチェーンへの影響）
-地下空間の被害（浸水による地下鉄等の路線・駅等）
-文化施設等の被害（浸水する文化施設等）

 手引きにおいては、浸水シミュレーションから計算できるように、浸水深別の閾値
や原単位等を設定しているが、各指標の推計手法の条件については、地域特性
等の不確実性から、取り扱いについて下記の3つに分類している。

（水害の被害指標分析の手引（H25.7試行版）による）
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（２）水害の被害指標分析の実施状況

4

■ 平成25～29年度に実施した水管理・国土保全局所管事業において、
水害被害指標分析の実施状況を整理した。

■ 人的被害を基本として用いており、次いで波及被害となっている。
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数

（各地整等から回答データN=239）



0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

０.

被
害
額

１.

人
的
被
害

２.

医
療
・社
会
福
祉
施
設
等
の
機
能
低
下
に
よ
る
被

害

３.

防
災
拠
点
施
設
の
機
能
低
下
に
よ
る
被
害

４.

交
通
途
絶
に
よ
る
波
及
被
害

５.

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
停
止
に
よ
る
波
及
被
害

６.

経
済
被
害
の
域
内
・域
外
へ
の
波
及
被
害

７.

地
下
空
間
の
被
害

８.

文
化
施
設
等
の
被
害

９.

水
害
廃
棄
物
の
発
生

河川 ダム 砂防 地すべり 海岸

（２）水害の被害指標分析の試行実績
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■ 事業種別ごとに用いられた指標については以下の通り。
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（各地整等から回答データN=239）
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（２）水害の被害指標分析の実施状況
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■ 各大項目の内訳により個別の指標の活用状況を確認した。
 人的被害の中では浸水区域内人口を基本とし、想定死者数、最大孤立者数
に対し、分析事例の少ない3日以上孤立者数、10年あたり避難回数等につい
て課題把握が必要。
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（１．人的被害）

（各地整等から回答データN=239）



（２）水害の被害指標分析の実施状況

7

■ 医療施設や社会福祉施設の分析事例においては機能低下する医療施設数、社
会福祉施設数に対し、患者数等、利用者数の事例は少ない。

（２．機能低下／医療施設）
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（２）水害の被害指標分析の実施状況
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■ 波及被害としては、道路の交通途絶、ライフラインとしては、電力の実施事例が多
い。分析事例の少ないガス、上下水道等について課題把握が必要。

（４．波及被害／交通途絶）

被
害
指
標
分
析
件
数

（５．波及被害／ライフライン）

被
害
指
標
分
析
件
数

（各地整等から回答データN=239）

0

10

20

30

40

50

60

4
.1

 

途
絶
す
る
主
要
な
道
路

4
.2

 

道
路
途
絶
に
よ
り
影
響

を
受
け
る
交
通
量

4
.3

 

道
路
途
絶
に
よ
り
増
加

す
る
走
行
時
間
等

4
.4

 

途
絶
す
る
主
要
な
鉄
道

4
.5

 
鉄
道
途
絶
に
よ
り
影
響

を
受
け
る
利
用
者
数

0

20

40

60

80

100

120

140

160

5
.1

 

電
力
の
停
止
に
よ
る
影
響
人

口

5
.2

 

ガ
ス
の
停
止
に
よ
る
影
響
人

口

5
.3

 

上
水
道
の
停
止
に
よ
る
影
響

人
口

5
.4

 

下
水
道
の
停
止
に
よ
る
影
響

人
口

5
.5

 

通
信
（固
定
）の
停
止
に
よ
る

影
響
人
口

5
.6

 

通
信
（携
帯
）の
停
止
に
よ
る

影
響
人
口

等



（２）水害の被害指標分析の実施状況
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■ 経済被害の波及影響については、経済波及被害額、被災する事業所の従業者
数などいずれも分析事例は少数に留まる。

（６．経済被害の波及影響）
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（２）水害の被害指標分析の実施状況

10

■地下空間に関する分析事例は少数に留まる。

（７．地下空間の被害）
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（２）水害の被害指標分析の実施状況
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■ 浸水する文化施設等に関する事例は10件。
■ 水害廃棄物の発生量は40件。

（８．浸水する文化施設等）

（各地整等から
回答データN=239）
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（９．水害廃棄物の発生量）

注：浸水する文化施設等については、
分析事例はあるが
事業評価監視委員会
で用いている事例はない。



（３）水害の被害指標分析の試行事例
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1.人的被害 (1.1)浸水区域内人口

（平成25年第5回中部地方整備局事業評価監視委員会／櫛田川直轄河川改修事業 説明資料より抜粋）

■ 各指標の事業評価監視委員会等における説明における活用事例を示す。



（３）水害の被害指標分析の試行事例
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1.人的被害 (1.3)想定死者数

（平成28年度第5回中国地方整備局事業評価監視委員会／斐伊川直轄河川改修事業 説明資料より抜粋）



（３）水害の被害指標分析の試行事例
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1.人的被害 (1.4)最大孤立者数

（平成28年第7回関東地方整備局事業評価監視委員会／八ッ場ダム建設事業 説明資料より抜粋）



（３）水害の被害指標分析の試行事例
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1.人的被害 (1.7)10年あたり総避難者数

（第7回渡川流域学識者会議／中筋川総合開発事業（横瀬川ダム）説明資料より抜粋）



（３）水害の被害指標分析の試行事例
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２ 機能低下による被害 (2.1)機能低下する医療施設数
(2.3)機能低下する社会福祉施設数

（平成26年度第2回中部地方整備局事業評価監視委員会／庄内川特定構造物改築事業 説明資料より抜粋）



（３）水害の被害指標分析の試行事例
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4.交通途絶による波及被害(4.1)途絶する主要な道路
(4.2)道路途絶により影響を受ける通行台数
(4.4)途絶する主要な鉄道
(4.5)鉄道途絶により影響を受ける利用者数

（平成29年度第3回中部地方整備局事業評価監視委員会／大井川直轄河川改修事業 説明資料より抜粋）



（３）水害の被害指標分析の試行事例
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5.ライフライン波及被害 (5.1)電力の停止による影響人口

（平成27年度第1回北海道開発局事業審議委員会／天塩川サンルダム建設事業説明資料より抜粋）



（３）水害の被害指標分析の試行事例
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5.ライフライン波及被害 (5.4)下水道の停止による影響人口

（平成26年度第4回北海道開発局事業審議委員会／豊平川直轄砂防事業 説明資料より抜粋）



（３）水害の被害指標分析の試行事例
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6.経済被害の域内・域外への波及被害

（平成26年度本明川学識者懇談会／本明川直轄河川改修事業 説明資料より抜粋）



（３）水害の被害指標分析の試行事例
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9.水害廃棄物の発生 (9.1)水害廃棄物の発生量
(9.2)水害廃棄物の処理費用

（平成29年第2回中部地方整備局事業評価監視委員会／三峰川総合開発事業 説明資料より抜粋）
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（４）水害の被害指標分析の課題と対応の方向性

■ 指標について、事業評価監視委員会等からの意見から挙げられる主な課題
は以下の通り。

課題 事業評価監視委員等からの意見

（事業評価における運用方針）

１．評価の枠組み ・水害被害指標の事業を総合的に判断する枠組みにおける
位置づけの明確化

２．評価における用い方 ・流域の特徴等に応じた評価項目の選定の目安

（水害の被害指標分析の手引（H25試行版）等の改善）

３．評価項目の追加 •家屋倒壊等氾濫想定区域を公表していることから、家屋が
流出・倒壊するおそれがある範囲を評価項目として追加
•社会的機能低下被害の対象施設に教育機関等の追加

４．説明の補足等 ・経済波及被害の算出方法等の詳細の説明

５．算定手法の改良 ・想定死者数の算出にあたって、氾濫流の流速が大きい河川
や地形によっては、浸水深のみでなく、流体力等の考慮

６．水害被害指標の
分析結果を踏まえた検討

・水害被害指標において定量化している指標の貨幣価値化
（交通途絶、水害廃棄物処理、上水道停止の影響）


